
第２期教育振興基本計画 説明資料

平成２５年６月１４日 閣議決定平成２５年６月１４日 閣議決定



もくじ
第２期教育振興基本計画 目次

教育振興基本計画とは

策定までの経緯

前文

第１部我が国における今後の教育の全体像

第２部今後５年間に実施すべき教育上の方策

Ⅰ 教育をめぐる現状と課題
Ⅱ 我が国の教育の現状と課題
Ⅲ ４つの基本的方向性
Ⅳ 今後の教育政策の遂行に当たって特に留意すべき視点

Ⅰ ４つの基本的方向性に基づく方策
Ⅱ ４つの基本的方向性を支える環境整備
Ⅲ 東日本大震災からの復旧・復興支援

１

１

２

３

２３

４

１０

１７

２４

５２

５４

１８

第３部施策の総合的かつ計画的な推進のために必要な事項
Ⅰ 的確な情報の発信と国民の意見等の把握・反映
Ⅱ 進捗状況の点検及び計画の見直し

５６

５６

５６



第２期計画定までの経緯教育振興基本計画とは

●第２期教育振興基本計画の策定に
ついて諮問

Ｈ２３．６．６ 第７７回中教審総会

Ｈ２３．１２．９ 第１３回計画部会

● 「第２期教育振興基本計画の策定に
向けた基本的な考え方」とりまとめ（骨子）

Ｈ２５．４．２５ 第８５回中教審総会

● 「第２期教育振興基本計画について
（答申）」

・ 改正教育基本法第１７条第１項に基づき政府として
策定する教育の振興に関する総合的な計画。
・ 教育基本法に示された教育の理念の実現に向けて、
今後目指すべき教育の姿と、取り組むべき施策を
明らかにするもの。
・ 平成２０年に初めての計画（第１期計画：平成２０年度
～２４年度）を策定。

１

Ｈ２５．６．１４ 閣議決定・国会報告

● 「第２期教育振興基本計画（閣議決定）」

Ｈ２４．８．２４ 第２０回計画部会

● 「第２期教育振興基本計画について
（審議経過報告）」

１．社会全体で教育の向上に取り組む
２．個性を尊重しつつ、能力を伸ばし、個人として、
社会の一員として生きる基盤を育てる
３．教養と専門性を備えた知性豊かな人間を養成し、
社会の発展を支える
４．子どもたちの安全・安心を確保するとともに、
質の高い教育環境を整備する

◆教育基本法（平成18年12月22日法律第120号）
第１７条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育
の振興に関する施策についての基本的な方針及び高ずべき施策その他必要な事項に
ついて、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。
２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体に
おける教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならな

い。



０ 前文

「自立、協働、創造に向けた
一人一人の主体的な学び」

今まさに我が国に求められているもの、それは、

である。

２

○ 今正に我が国に求められているもの，それは，「自立・協働・創造に向けた一人一人の主体的な学び」である。
○ グローバル化の進展などにより世界全体が急速に変化する中にあって，産業空洞化や生産年齢人口の減少など深刻な
諸課題を抱える我が国は，極めて危機的な状況にあり，東日本大震災の発生は，この状況を一層顕在化・加速化させた。こ
れらの動きは，これまでの物質的な豊かさを前提にしてきた社会の在り方，人の生き方に大きな問いを投げ掛けている。
○ これらの危機を乗り越え，持続可能な社会を実現するための一律の正解は存在しない。社会を構成する全ての者が，当
事者として危機感を共有し，自ら課題探求に取り組むなど，それぞれの現場で行動することが求められる。何もしないことが
最大のリスクである。幸いにして，日本には世界から評価される「人の絆」や基礎的な知識技能の平均レベルの高さなど
様々な「強み」がある。これらを踏まえて，経済成長のみを追求するのではない，成熟社会に適合した新たな社会モデルを構
築していくことが求められている。そのためには，多様性を基調とする「自立，協働，創造」の三つがキーワードとなる。
○ そして，教育こそが，人々の多様な個性・能力を開花させ人生を豊かにするとともに，社会全体の今後一層の発展を実現
する基盤である。特に，今後も進展が予想される少子化・高齢化を踏まえ，一人一人が生涯にわたって能動的に学び続け，
必要とする様々な力を養い，その成果を社会に生かしていくことが可能な生涯学習社会を目指していく必要がある。これこそ
が，我が国が直面する危機を回避させるものである。
○ 教育行政としては，このような社会，すなわち，改正教育基本法の理念を踏まえた「教育立国」の実現に向け，教育の再生
を図り，何より，責任を持って教育成果の保証を図っていくことが求められる。このため，第２期計画においては，「①社会を
生き抜く力の養成」，「②未来への飛躍を実現する人材の養成」，「③学びのセーフティネットの構築」，「④絆づくりと活力ある
コミュニティの形成」を基本的方向性として位置付け，明確な成果目標の設定と，それを実現するための具体的かつ体系的
な方策を示す。
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第１部 我が国における今後の教育の全体像
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我が国における諸情勢の変化

少子化・高齢化の進展

・生産年齢人口の減少
（２０６０年には、２０１０年比約３割減の約９千万人まで減少。そのうち約４割が高齢者。）
・経済規模の縮小、税収の減少、社会保障費の拡大

人口推計と将来推計
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社会保障給付費の推移

社会全体の活力低下

Ⅰ 教育をめぐる社会の現状と課題
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Ⅰ 教育をめぐる社会の現状と課題（本体Ｐ．２～）
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厳しさを増す経済環境と知識基盤社会への移行

・人・モノ・金・情報等の流動化
・「知識基盤社会」の本格的到来
・新興国の台頭等による国際競争の激化
・生産拠点の海外移転等による産業空洞化

海外現地生産比率の推移（製造業）

一人あたり名目ＧＤＰの順位の推移
（１９８０ー２０１８）
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我が国の国際的な存在感の低下

Ⅰ 教育をめぐる社会の現状と課題

日本


